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地域の特性と大学の特性を相互に活かす 
地域貢献と産学連携の推進  

セッション概要 
 
 
 
     信州大学 学長補佐、教授 
          学術研究支援本部長  杉原 伸宏 

平成28年９月2日（金） RA協議会 第２回年次大会 
  



本格的な産学官連携の議論が進んでいます 

2 科学技術振興機構ホームページ（http://www.jst.go.jp/tt/mext/index.html）から 
ダウンロードしたチラシを掲載しています 



本格的な産学官連携とは 
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日本再興戦略２０１６にも掲げられた 
   「組織」対「組織」の本格的な産学官連携 
 
「組織」と「組織」が動く産学官連携に至るには 
 
 WIN 産：企業利益、等  
 WIN 学：研究・教育力の強化、学生募集、等 
 WIN 官：産業振興、地域振興、等 

 
 産・学・官の皆が HAPPY になることが必須 



本セッションの概要 
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産業界や地域の特性と大学の特性を相互に活かした産学官 
連携の推進は、人材・知・資金の好循環を生み、大学の研
究・教育力の強化と、産業振興や地域貢献の両立に繋がる。 
 
本セッションでは、大学の研究・教育力の強化と、地域の産
業技術の更なる高度化や新たな産業構造の創出を目指した連
携や、大学の強力なシーズを核にして産業化を図り、成長産
業へと結びつけるための連携事例等を紹介する。 
 
まとめとして、大学の研究・教育力の強化と、産業振興や地
域貢献の両立に係る取組みへの、RA人材のかかわり方につ
いて提言する。 



具体的な事例紹介の前に 
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信州大学における、研究・教育力の強化と、産業振興や地域貢献の 
両立の成果を、数字的なデータから見る。 
 
 
             信州大学概要   
設立 昭和２４年５月３１日 
  

設立母体  松本高等学校 長野師範学校 長野青年師範学校 松本医学専門学校  
      松本医科大学 長野工業専門学校 長野県立農林専門学校 上田繊維専門学校 
  

学術研究院 人文社会学域（人文科学系、教育学系、社会科学系、総合人間科学系） 
      理工学域（理学系、工学系、農学系、繊維学系） 医学保健学域（医学系、保健学系） 
  

学部    人文学部 教育学部 経済学部 理学部 医学部 工学部 農学部 繊維学部 
  

大学院研究科 人文科学研究科、教育学研究科、経済･社会政策科学研究科、理工学系研究科、 
       医学系研究科、農学研究科、総合工学系研究科、法曹法務研究科 
  

先鋭領域融合研究群 カーボン科学研究所、環境・エネルギー材料科学研究所、 
         国際ファイバー工学研究所、山岳科学研究所、バイオメディカル研究所 
  

職員数(平28.5現在) 2,423人 （教員1,082 ※附属学校除く、事務職員等1,341） 
  

学生数(平27.5現在) 学部学生  9,100人 大学院 1,809人 
  

決算規模(平成26年度) 収入約560億円 支出約560億円 
  



（全国747大学を対象に調査。523大学が回答） 

日経新聞社平成27年度調査 

全国大学の地域貢献度 総合ランキング ベスト１０   

H27 H26 H25 H24 大学名 国公私別 本部所在地 
1位 1位 1位 1位 信州大学 国立 長野県松本市 
2 3 2 2 宇都宮大学 国立 宇都宮市 
3 12 26 55 兵庫県立大学 公立 神戸市 
4 2 5 7 群馬大学 国立 前橋市 
5 5 13 20 長崎大学 国立 長崎市 
6 9 13 26 徳島大学 国立 徳島市 
7 4 3 5 岩手大学 国立 盛岡市 
8 7 7 3 北九州市立大学 公立 北九州市 
9 6 8 12 大阪市立大学 公立 大阪市 
10 10 6 4 長野大学 私立 長野県上田市 

評価指標の例（毎年、評価指標が異なっている） 
 地域企業等との共同研究数 
 地域企業への学生就職率 
 地域自治体等との連携協定数 
 地域向の公開セミナー数     等 
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産学官連携・地域貢献と学術研究の両立を目指して 

H16-20年 H21-25年 

英語論文数 3,422 3,945 

TOP10%補正論文数 256 427 

国際共著率 21.0％ 31.7％ 

信州大学の英語論文数、
TOP10%補正論文数、 
英語論文の国際共著率の推移 
（右下） 
 
トムソンロイター社のデータベースを使用して、
平成16年から平成25年までの10年間を、前
半5年分と、後半5年分の合算で比較した。
TOP10%補正論文数とは、被引用数が各年各
分野で上位10%に入る論文の抽出後、実数で
論文数の1/10となるように補正を加えた論文
数のこと。 

0

50

100

150

200

250

300

350 系… 
系… 

H21    H22     H23    H24     H25    H26 

年 度 

件 

数 

共同研究数 

特許等実施件数 
信州大学の共同研究数と 
特許等実施件数の推移（右上） 



信州大学の研究・産学官連携拠点 
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2012～2015年 

４年連続全国大学の地域貢献度総合ランキング 

1位 信州大学 
 

（日本経済新聞社 産業地域研究所 

 「日経グローカル」調査） 

バイオ・ライフサイエンス分野 

文理融合分野 

長野県 

信州大学は長野県下４つの
地域にキャンパスが分散 

※平成26年4月から各キャン

パスに先鋭領域融合研究群
を設置し、先端研究を強化。 

南箕輪村 

松本市 
上田市 

長野市 

教育学部 

工学部 

人文学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

繊維学部 

農学部 

◎バイオ・ライフサイエンス研究拠点 
（松本本部キャンパス、伊那農学部キャンパス） 

≪研究・産学官連携拠点形成事業≫ 

 JST 地域産学官共同研究拠点整備事業 

  『信州メディカルシーズ育成拠点』 
 文科省・経産省・農水省 地域イノベーション戦略推進地域 

                                          （国際競争力強化地域） 
  『次世代産業の核となるスーパーモジュール供給拠点』 
≪インキュベーション施設≫ 

 経産省 「技術の橋渡し」拠点整備事業 

  『信州地域技術メディカル展開センター (CSMIT)』 
≪企業コンソーシアム≫ 

 信州メディカル産業振興会：会員企業等 1１７ 

 信州機能性食品開発研究会：会員企業 41 

◎文理融合拠点 （松本本部キャンパス） 
≪研究・産学官連携拠点形成事業≫ 

 自己資金 『東アジア山岳科学』 
 文科省 大学等産学官連携自立化促進プログラム 

◎国際ナノマテリアル研究拠点 （長野工学部キャンパス） 
≪研究・産学官連携拠点形成事業≫ 

 MEXT・JST革新的イノベーション創出プログラム（COI Stream)  

  拠点事業 『世界の豊かな生活環境と地球規模の持続可能性に 

  貢献するアクア・イノベーション拠点』 
 JST 地域卓越研究者戦略的結集プログラム 

  『エキゾチック・ナノカーボンの創成と応用』 
 文科省 地域イノベーション戦略支援PGグローバル型第Ⅱ期 

  『信州スマートデバイスクラスター』 
 自己資金 『グリーンイノベーション研究会』 
≪インキュベーション施設≫ 

 経産省 立地促進等共用施設整備補助金 

  『信州科学技術総合振興センター(SASTec)』 
 長野市 『長野市ものづくり支援センター（UFO)』 
≪企業コンソーシアム≫  信州大学ものづくり振興会：会員企業等 222 

◎国際ファイバー研究拠点 （上田繊維学部キャンパス） 
≪研究・産学官連携拠点形成事業≫ 

文科省博士課程教育リーディングプログラム 

  『ファイバールネッサンスを先導するグローバルリーダーの養成』  

文科省グローバルCOEプログラム 『国際ファイバー工学教育研究拠点』 
JSPS 先端融合領域イノベーション創出拠点の形成 

  『ナノテク高機能ファイバー連携・融合拠点』 
JSPS 若手研究者の自立的研究環境整備促進事業 

  『ファイバーナノテク国際若手研究者育成拠点』 
≪インキュベーション施設≫ 

 経産省 地域企業立地促進等共用施設補助金 

  『ファイバーイノベーションインキュベーター(Fii)』 
 上田市 『浅間リサーチエクステンションセンター（AREC)』 
≪企業コンソーシアム≫  AREC・Fiiプラザ：会員企業等 ２６５ 

ナノマテリアル・ファイバー・環境分野 

ナノマテリアル・ファイバー・環境分野 

【先鋭領域融合研究群】バイオメディカル研究所 

【先鋭領域融合研究群】山岳科学研究所 

【先鋭領域融合研究群】 
カーボン科学研究所、環境・エネルギー材料研究所 

【先鋭領域融合研究群】国際ファイバー工学研究所 

 

信州を未来へつなぐ、人材育成と課題解決拠点 

地（知）の拠点整備事業（COC) 

 

～大規模な県内の産学官連携ネットワーク～ 
  

総勢70余名の信州大学 学術研究・産学官連携推進機構 
県内の19の大学･高専･短大との学学連携体制 
県･自治体の産学官連携担当者(100名超) 
金融機関の委嘱ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ(約30０名) 



産学官連携インキュベーション施設の効果的運用（ハード） 
大規模企業コンソーシアムの運営、政策との関連（ソフト） 
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信州地域技術 
メディカル展開センター 

  

大学本部、 
医学部・附属病院、他 

松本キャンパス 

上田キャンパス 

    Ｆｉｉ         先端植物工場       ＡＲＥＣ  
（ﾌｧｲﾊﾞｰ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ   研究ｾﾝﾀｰ    （浅間･ﾘｻｰﾁ･ｴｸｽ 
･ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀｰ）                  ﾃﾝｼｮﾝ･ｾﾝﾀｰ)  

繊維学部 

長野（工学）キャンパス 

   ＳＡＳＴｅｃ      ＵＦＯ Ｎａｇａｎｏ         
（信州科学技術    （長野市ものづくり
総合振興ｾﾝﾀｰ）    支援ｾﾝﾀｰ）                               

 工学部 

長野 

松本 

上田 

産学官連携組織： 
信州ﾒﾃﾞｨｶﾙ産業振興会 
（会員 １１７企業等）     

産学官連携組織：AREC・Fiiﾌﾟﾗｻﾞ （会員 ２６５企業等）     

青枠の施設は経済産業省の補助による整備 
赤枠の施設は文部科学省の補助による整備 

国際科学 
イノベーション 
センター 

   

産学官連携組織： 
信州大学ものづくり振興会 （会員 ２２２企業等）     

☆産学官が「アンダーワンルーフ」で研究開発を 
 推進するインキュベーション施設の効果的運用 
☆大規模企業コンソーシアムの運営（知財を含む） 
☆国や地方自治体の政策との関連 
☆海外クラスター等との連携        他 
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産学官連携の制度と事例の紹介

持続可能な産学官連携を目指す近隣自治
体との連携事例

九州大学 学術研究・産学官連携本部 総括企画調整グループ

松尾 晃成

2016年9月2日
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組織図

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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はじめに

本発表では、近隣の二つの基礎自治体との連携におけ
る特徴的な事例（共同研究等）を紹介します。

この二つの自治体とは、持続可能な連携となるように、
組織対応型連携契約を締結し、共同研究等を実施してお
ります。

ですので、最初に組織対応型連携の制度とその効果を
説明させて頂き、その後、事例を紹介いたします。

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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背景：

法人化を機に社会貢献のため産学官連携の再構築

概要：

大学が組織的に企業との共同研究等にコミットし、選
択的優遇サービスを付与することにより、双方の連携
価値の最大化を図る

企業 事業力強化 大学：研究・教育の高度化

九州大学組織対応連携事業の誕生（H15年度）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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通常のサービスと選択的優遇サービス

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

テーマ設定
研究

コーディネート
研究

マネジメント
実用化促進

 企業とのテーマ創
出へ向けた提案・
協議

 教員調査
 個別面談・調整
 企業公募事業
 勉強会企画・運営
 NDA管理

 契約締結の支援
 連携協議会

（報告会・報告書）
 対外発表管理
 知財契約・管理
 研究参加者管理
 各種連携調整

 連携部門制度
 共同研究部門制度

共同研究開始 研究成果

通常の共同研究
プレアワード

組織対応型連携
ポストアワード
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選択的優遇サービスとその対価（間接費）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

テーマ設定
研究

コーディネート
研究

マネジメント
実用化促進

 企業とのテーマ創
出へ向けた提案・
協議

 教員調査
 個別面談・調整
 企業公募事業
 勉強会企画・運営
 NDA管理

 契約締結の支援
 連携協議会

（報告会・報告書）
 対外発表管理
 知財契約・管理
 研究参加者管理
 各種連携調整

 連携部門制度
 共同研究部門制度

共同研究開始 研究成果

通常の共同研究（20％）
プレアワード

組織対応型連携（+10％）
ポストアワード
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選択的優遇サービスとその対価（間接費30％）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

テーマ設定
研究

コーディネート
研究

マネジメント
実用化促進

 企業とのテーマ創
出へ向けた提案・
協議

 教員調査
 個別面談・調整
 企業公募事業
 勉強会企画・運営
 NDA管理

 契約締結の支援
 連携協議会

（報告会・報告書）
 対外発表管理
 知財契約・管理
 研究参加者管理
 各種連携調整

 連携部門制度
 共同研究部門制度

共同研究開始 研究成果

プレアワード ポストアワード専任スタッフが担当
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連携協議会
九州大学理事・企業取締役等経営層、研究者、事務局で構成

研究の進捗や課題の共有、テーマの追加／終了等を協議・承認
双方経営層の経営判断に基づく共同研究の推進

契約締結・更新等

（年２回開催が標準）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

連携協議会



8 九州大学知的財産本部,2010

「共同研究部⾨制度」は、組織対応型連携研究事業（⺠間機関等の要
請を受け、九州⼤学との組織的かつ中⻑期にわたる産学連携を推進する
事業）のもと、九州⼤学に⺠間機関等との共同研究に係る拠点（共同研
究部⾨）を設置する新たな制度です。共同研究部⾨では、⺠間機関等と
本学が共同で特定の研究分野について⼀定期間継続的に研究を⾏うこと
により、社会の発展に資する研究の⾼度化と多様化を図ることを⽬的と
しています。

九州⼤学の各部局＊の研究部⾨として共同研究部⾨を設置し、
産学連携による主体的・戦略的な研究活動が可能です

共同研究部⾨制度とは

＊部局とは：各研究院、各附置研究所、カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所、病院、
各学内共同教育研究施設、情報基盤研究開発センター及び健康科学センターをいいます。



9 九州大学知的財産本部,2010

共同研究部⾨組織の内容
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選択的優遇サービスとその対価（間接費30％）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

テーマ設定
研究

コーディネート
研究

マネジメント
実用化促進

 企業とのテーマ創
出へ向けた提案・
協議

 教員調査
 個別面談・調整
 企業公募事業
 勉強会企画・運営
 NDA管理

 契約締結の支援
 連携協議会

（報告会・報告書）
 対外発表管理
 知財契約・管理
 研究参加者管理
 各種連携調整

 連携部門制度
 共同研究部門制度

実用的研究成果

共同研究開始 研究成果

プレアワード ポストアワード専任スタッフが担当
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組織対応型連携推移

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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通常の共同研究：11テーマに1件発明

組織連携：3テーマに1件発明

産学連携の成果創出のポイント

『研究を推進するマンパワーの確保』

教員が求めるマンパワー
①企業からの共同研究員
②大学雇用の学術研究員など
③学生

分担型⇒協業型（ラボ型）

組織連携の形態と成果

組織連携の効果

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

（山内恒, 古川勝彦, 持続可能な産学連携事業の構築, 知財管理Vol.63, No.9 2013）

実績

（山内恒, 古川勝彦, 持続可能な産学連携事業の構築, 知財管理Vol.63, No.9 2013）
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日産化学工業との組織対応型連携の実績

・・・企業の事業力強化（社会貢献）

学術研究活動にプラス！

・・・教育にプラス！！

産学連携を通じ、大学の教育研究の活性化・高度化を実現

横山教授の「光スイッチ技術の研究開発」：高度通信・放送研究開発委託研究（2011～2015年）

先端研究への寄与

成果をもとに国プロに応募、採択

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

大学における産学連携の意義

（山内恒, 古川勝彦, 持続可能な産学連携事業の構築, 知財管理Vol.63, No.9 2013）



14

近隣自治体

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

車で…
●福岡市→ ●伊都C
３５分

●伊都C→●糸島市
１５分

●伊都C→●唐津市
５０分

●
● ●

●
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唐津との組織対応型連携の背景

中長期的（８年）に共同研究を実施したい

これまでも共同研究等の連携実績あり

今後も複数のテーマ、複数の部局の関与

組織対応型連携による

課題解決→成果→持続可能な連携

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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唐津市

人口12.6万人

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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プロジェクトの目的

水産業と地域の活性化

新しい水産資源の創出により水産業と

地域の活性化を目指す

連携関係にある九大と共同研究を実施

・完全養殖技術の開発

・食の目玉の開発
・先端的研究情報の発信

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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プロジェクト開始（共同研究）までの経緯

• 平成19年2月28日
九州大学と唐津市との協力協定締結

• 平成23年6月28日
唐津市水産業活性化支援事業に関する実施協定締結

• 平成24年4月１日

組織対応型連携契約、個別事業基本契約及び個別事業実
施契約締結 （唐津水産研究センター共同研究部門設置）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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新水産資源創出研究プロジェクト

唐津市水産業活性化支援センター

九州大学農学研究院唐津水産研究センター共同研究部門

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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連携体制（共同研究部門）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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施設

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

管理研究棟
H24.12完成

水槽棟
H26.3完成
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試験研究の概要

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

新水産資源創出研究
プロジェクト
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• 試験販売

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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• 人口１０万

• 福岡市に隣接

• 「みんなの住みたい街ラ
ンキングｉｎ福岡」第１位

（「福岡ウォーカー」３月号の特集）

RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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事例１ 助成金制度と共同研究

RA協議会 第2回年次大会 ,2016



29 RA協議会 第2回年次大会 ,2016
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事例２ 九大ヘルスケアシステムLABO糸島：愛称 ふれあいラボ

糸島市、国立大学法人九州大学、住友理工株
式会社は、地域包括ケアシステムをはじめとす
る「健康」「医療」「介護」に関する地域福祉の向
上、研究教育活動の推進、技術開発による新産
業の創出などを目的として、３者間による協定を
締結します。すでに超高齢社会となった日本に
おいて、産官学の協働により、高齢者が地域で
生き生きと暮らせるまちづくりを目指します。

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

民間ファンドと自治体のフィールド提供による拠点形成
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持続可能な自治体連携とは・・・

企業を相手とした組織対応型連携制度を自治体版として
改変し連携を推進しているが、自治体の求める課題解決を
はかる指標を、相手との対話と分析とを通じて構築し、制
度（仕組み）のブラッシュアップを続けていく必要がある。

RA協議会 第2回年次大会 ,2016

課題解決 研究・教育の高度化
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信州大学における取組 
  

－ 医工連携拠点を例として － 
 

 
 
 
 
     信州大学 学長補佐、教授 
          学術研究支援本部長  杉原 伸宏 

平成28年９月2日（金） RA協議会 第２回年次大会 

地域の特性と大学の特性を相互に活かす 
地域貢献と産学連携の推進 セッション 
  



信州大学が所在する長野県の製造業の動向（H20年代初頭） 

2 

平成２０年代初頭には、長野県内の 
製造業の総生産額も大きく落ち込み 
（上グラフ） 
 
 
併せて、製造事業所数や従業員数も 
大きく減少していた（下グラフ） 
 
 
長野県ものづくり産業振興戦略プラン 
平成２４年３月版より抜粋 
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メディカル産業 
 

 
 

医療機器だけでも25兆円市場が 
開けている次世代成長産業分野 

長野県は東洋のスイスと呼ばれるように、精密加工技術を 
活かした、電子、情報、自動車等の「加工組立型産業」が 
製造業に占める割合がとても高い 

 
長野県ものづくり産業振興戦略プラン 平成２４年３月版より抜粋 

長野県の加工組立型産業が活路を 
見出すのは高付加価値化も見込める 

長野県の製造業の転換を目指して 

製造業の転換を目指して 



信州大学の材料分野の研究・産学官連携拠点   

4 
※参考：複合材料および繊維材料の２カテゴリで世界被引用数上位５０大学にランクイン（2012年） 



信州大学URAによる医工連携型の研究･産学官連携拠点形成の実例 

● ｼﾆｱ級URA が、学内および産業界や行政との密接な調整を図り、戦略構築、具体的事業企画、基盤事業申請書作成 
● URAや産学官連携CDNが連携し、個別研究のトータルマネジメント（外部資金獲得、臨床研究、薬事対応等） 
 
文科省、経産省、農水省 「地域イノベーション戦略推進地域（国際競争力強化地域）」【イノベーション戦略構築】 

文科省 地域イノベーション戦略支援プログラム 【医工連携関連人材の育成】 

経産省 技術の橋渡し拠点整備事業 【医工連携インキュベーション施設の建設】 

JST 地域産学官共同研究拠点整備事業 【医学的解析機器の整備・共用化】 

厚労省、AMED 国産医療機器創出促進基盤整備等事業 【医療機器開発の支援体制の強化】 

長野県 平成24～28年度 ものづくり産業戦略振興プランの筆頭に「メディカル関連機器」 
企業コンソーシアムの設立・運営 【地域企業を中心に会員企業1２４社の振興会を設立・運営】 

個別の研究開発補助金獲得 経産省 課題解決型医療機器の開発事業 ６件、ナノ材料の安全・安心確保事業、他 
 

信州大学が世界ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの実績を持つ 
材料研究の発展･拡大 
    

ｶｰﾎﾞﾝﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ､ﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ他 

産業界や地域の課題解決 
  

全国屈指の集積を誇る 
超精密技術の将来発展 

高度な臨床実績と多診療科での医工連携実績を持つ 
信州大学医学部･附属病院を核に、 

メディカル機器開発を中心とする 
『研究･産学官連携拠点』を構築 

U 
R 
A 
が 
牽 
引 

    ◆カーボンナノチューブ含有強化型 
     人工関節の研究開発（左写真） 
  

    ◆新規生体適合性材料を用いた 
     次期植込型補助人工心臓の研究開発 
  

    ◆超高速RT-PCRの研究開発 

5 
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非臨床での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 実験動物での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 臨床研究での 
 有効性･安全性 

評価研究 

実用化 
(治験) 

（保険収載） 

研究開発段階毎の支援体制 

メディカル領域の研究開発の流れ 

メディカル材料の構造解析や、 生体イメージング関連機器  
遺伝子工学・細胞生物学関連機器 
生体成分の分析関連機器 
健康寿命の延伸や健康関連産業の創出に関する研究機器 
動物実験機器 
           ＪＳＴ「地域産学官共同研究拠点整備事業」    

信州大学の臨床研究・治験支援体制 

信州大学の動物実験施設を 
共同研究企業へ開放 

“メディカル領域での産学官共同研究開発に関する総合マネジメント”体制を拡大・発展 

信州大学の「医工連携コーディネータ」６名が、総合マネジメントを実施 6 

信州メディカルシーズ育成拠点として保有する 
５５種類の医学的研究分析機器を企業等へ開放 

信州地域技術メディカル展開センター（医工連携共同研究施設）において、医療従事者と企業技術者の協同の場を提供 

信州大学医学部附属病院隣接地に企業向レンタル研究室（23室）をもつ施設を設置   経済産業省「技術の橋渡し拠点整備事業」 
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非臨床での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 実験動物での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 臨床研究での 
 有効性･安全性 

評価研究 

実用化 
(治験) 

（保険収載） 

研究開発支援環境Ⅰ 



http://www.shinshu-u.ac.jp/project/medical_seeds/ 

8 
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信州ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｰｽﾞ育成拠点に整備した医学的研究解析機器 
  

長野県内初の医学的研究解析機器の共用化 
  

科学技術振興機構：地域産学官共同研究拠点整備事業で 
導入した２６種類の機器に、信州大学が既に保有していた 
機器を加え、計５５種類の機器を平成２３年６月から共用化 
（有料）開始。信州大学技師が使用をサポート。 
  

＜共用化機器の例＞ 
●生物試料凍結観察システム 透過型電子顕微鏡 JEOL-JEM2100F 
●電界放出型走査電子顕微鏡 JEOL-JSM7600F 
●健康科学機器一式（三次元動作解析システム、足圧・床反力連携システム、 
 筋力測定システム、呼気ガス代謝モニター、呼吸代謝システム、トレッドミル、等） 

 
 

共用化設備に対する企業ニーズ 
長野県で唯一の医学的研究解析機器の共用化のため、地域内外の企業等から、数多く
の使用が有る。 
 
   

 

長野県内初の医学的研究解析機器の共用化 

共用化設備に対する企業ニーズ 
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信州大学の動物実験施設を共同研究企業へ開放 
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非臨床での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 実験動物での 
 有効性･安全性 

評価研究 

 臨床研究での 
 有効性･安全性 

評価研究 

実用化 
(治験) 

（保険収載） 

研究開発支援環境Ⅱ 
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信州大学医学部附属病院の臨床研究・治験サポート体制 

医学部附属病院 
臨床研究支援センター 
 
医師をはじめ、 
ＣＲＣ資格を持つ 
臨床検査技師や看護師 
ＰＭＤＡのＯＢ  
      等で構成 
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医療機器の効率的な開発のために 
 

～大学病院隣接地に、多数の企業の 
研究・開発・実証環境を整備～ 



  

長野県内初の医学的研究解析機器の共用化 
  

◆経済産業省：イノベーション拠点立地支援事業（「技術の橋渡し拠点」整備事業）の補助 
◆信州大学医学部・附属病院に隣接する医工連携研究棟（延床3,320㎡） 
◆１階は信州大学の産学官連携部門と会議室スペース、２～３階がレンタル研究室2３部屋 
◆平成25年4月運用開始。平成25～2８年度と、4年度にわたりレンタル研究室は満室 

レンタル研究室を多数設置した長野県内初の医工連携研究棟 

 信州地域技術メディカル展開センター 

14 



入居要件 
 

医療現場の広範な開発ニーズの中から 
  

自社の得意技術を活かせる医療機器の 
開発を目指して、 
  

本学と共同研究を行う企業に限定 
 
 

特長 
  

ターゲットとする医療機器や診療科は 
特定しない 
 →多くの企業が自社技術を活かして 
  メディカル領域に参入できる 
 →対応できる医療従事者が多数在籍 
  
 
 

新規参入企業 大歓迎 
 →サポート体制が充実 

15 



２～３階はレンタル研究室 
（レンタル研究室は２３部屋） 

16 



１階には 
メディカル領域の研究開発を 
トータルサポートできる 
スタッフが多数常駐 

医療現場の開発ニーズ＆技術シーズをメディカル 
産業へ展開する総合マネジメントの流れ 

17 



      

   信州メディカル産業振興会について 
  

 ～信州大学の医工連携拠点と密接に連携して産学官で設立～ 
 

  ★メディカル産業の啓発 
  ★医療機器等の開発ニーズと、会員企業シーズのマッチング 
  ★国際販路開拓 等 

 
 
 
 
     
        

URL   http://www.shinshu-u.ac.jp/group/smia 

18 



信州メディカル産業振興会 （Shinshu Medical Industry Association ）  

  信州メディカル産業振興会の構成 

   事業活動： 信州大学の医学部附属病院や医工連携拠点等と連携した活動 

・ 医療従事者からのニーズとのマッチング交流会 ・ 信州大学医学部附属病院見学会 

・ 会員企業等の間での情報交換と相互連携 ・ 先端研究者・技術者による講演会 

・ 薬事法や保険収載等に関する勉強会 ・ 展示会等への共同出展 

共同研究に発展  

                     
実用化 

会 長：鍋林株式会社  島 宏幸 代表取締役社長 
  

会 員：１１７（平成28年5月31日現在） 

    企業７４社、大学等教育機関８校、 
    医療・福祉機関２施設、行政機関１５機関、 
    金融機関７行、個人会員１１名 
  

事務局：信州大学学術研究・産学官連携推進機構 

信州大学 

医学部・病院 

松本歯科大学 

協力 

平成２２年５月設立 

信州ﾒﾃﾞｨｶﾙｼｰｽﾞ育成拠点 

信州地域技術ﾒﾃﾞｨｶﾙ展開ｾﾝﾀｰ 

19 

メディカル関連製品の創出に必要な 

総合的支援を受け、長野県のメディカル 

産業の振興に広く貢献する 



メディカル産業振興会での医療現場見学会の開催 

信州大学医学部附属病院の各診療科毎に見学会を開催 
  

●医療従事者から、医療機器等の導入 
 理由や問題点に関する生の声を聞く 
  

 ☆なぜ当該メーカーの機器を導入したのか 
 ☆ランニングコストはどのくらいか 
 ☆使用の点での改善要望事項  等 
 
参加企業毎に、信州大学のメディカル系の 
コーディネータを張り付けて、 
以後の共同研究から実用化までをフォロー 

会員企業に、以下のアンケートを実施 
  

○信州大学医学部附属病院の見学したい診療科 
○説明を受けたい具体的な機器や器具等 
  

 

20 



会員企業等の展示会 in 信州大学医学部附属病院の開催 

１回目  平成23年2月14～16日開催 
信州大学医学部附属病院の大会議室にて、信州 
メディカル産業振興会の会員企業等14機関による 
展示会を開催 
 
２回目  平成25年9月17～18日開催 
20ブースを設置 
 
３回目  平成26年9月4～5日開催 
20ブースを設置 
 
４回目  平成27年12月16～17日開催 
23ブースを設置 
 
５回目  平成28年10月6～7日開催予定 
20ブースを設置 
  

多くの医療従事者が企業展示物を手に取って 
新規研究開発アイデアを創出 
 

21 



MEDICA 
 MEDICAとは、毎年11月にドイツ・デュッセル 
 ドルフで開催される世界最大の医療機器展示会 
  

 2011～2013年にJETRO主催のJAPANパビリオン 
 に信州メディカル産業振興会ブースを出展 
 

COMPAMED 
  COMPAMEDとは、MEDICAと同会場で並行 
   して開催される医療機器の部品・部材 
   等の展示会 
  

   COMPAMEDでは、2012年から現在2016年 
   まで信州地域としてブースを確保 
 

MEDICAL FAIR ASIA 
   MEDICAL FAIR ASIAとは、隔年で開催 
   されるアジア最大級の医療機器展示会 
 

国際市場開拓を狙った海外の医療機器展示会への出展 

22 



2013年2月2日（土）放送 
http://www.shinshu-u.ac.jp/group/smia/?q=node/110 

テレビ特番およびYouTubeでの情報発信 

23 2013年2月24日（日）放送 
http://www.shinshu-u.ac.jp/movie/2013/04/52427.html 

2014年3月29日（土）放送 
http://www.shinshu-u.ac.jp/group/smia/?q=node/129 

2015年3月22日（日）放送 
http://www.shinshu-u.ac.jp/group/smia/?q=node/148 
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ソフト・ハード両面の整備に 
各省庁等の拠点形成型補助金を 

有効活用 



長野県、信州大学、長野県経営者協会、八十二銀行、長野県テクノ財団が連名で提案した 
「次世代産業の核となるスーパーモジュール供給拠点（長野県全域）」構想が、 
文部科学省、経済産業省、農林水産省から、全国の上位９地域の一つとして、 

地域イノベーション戦略推進地域（国際競争力強化地域）に認定（平成２３年８月） 

ＪＳＴ地域産学官共同研究拠点整備事業 
「信州メディカルシーズ育成拠点」 

２６種類の医学的解析機器を整備・共用化 
（平成２２年３月） 

文部科学省 
「地域イノベーション戦略支援プログラム」 

医工連携人材やコーディネータを育成 
（平成２３～２７年度） 

経済産業省「課題解決型医療機器の開発・ 
改良に向けた病院・企業間の連携支援事業」 
個別の医療機器開発プロジェクトを支援 

（平成２３～２４年度 ６件） 

経済産業省「技術の橋渡し」拠点整備事業 
「信州地域技術メディカル展開センター」 

信州大学医学部・附属病院に隣接して医工連携研究棟を建設 
（平成２３年７月） 

信州大学医学部・附属病院 
松本地域を中心に 

長野県における、医療機器や健康産業開発の推進体制 
～ ソフト・ハード両面の整備に各省庁等の拠点形成型補助金を有効活用 ～ 

厚生労働省、AMED 
「国産医療機器創出促進基盤整備等事業」 

医療機器開発の支援体制を強化 
（平成２６～２8年度） 25 

経済産業省 
「健康寿命延伸産業創出推進事業」 
信州リビング・ラボの構築準備 

（平成２７年度） 



医療現場のニーズに応える新製品が 
次々に生まれています 

26 
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医工連携と学術研究の両立を 
目指して 



医工連携拠点を設置した後の、 
医療機器に係る特許出願件数、査読論文数、新規製品化件数の推移 

 

件 

数 

  
長野県で実施された、医療機器開発を主題とした文部科学省：地域イノベーション戦略 
支援プログラムの事業期間中に、主に信州大学を核として創出された、医療機器関連の 
特許出願数、査読論文数、新規製品化件数を、同プログラムの報告書から抜粋し、作成した。 31 
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信州メディカルシーズ 
育成拠点運用開始 

信州地域技術メディカル 
展開センター運用開始 



集積した医工連携企業や、医工連携拠点のプラットフォームを 
教育・人材育成（信州大学の医工連携大学院での教育）へ活用 

32 

文部科学省 「地域イノベーション戦略支援プログラム」 
厚生労働省、AMED 「国産医療機器創出促進基盤整備等事業」 
信州メディカル産業振興会事業 等により、多数の人材育成セミナーを実施 
 
    ・異業種からの参入   ・臨床試験及び治験デザイン  
    ・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 

    ・海外での医療機器承認取得（米国FDA規制、欧州CEマーク） 

    ・医療系ソフトウェア認定制度（GHSマーク）      
    ・医工連携に携わる企業人や医療従事者からの事例紹介   他多数 

 
        そのまま、大学院教育のカリキュラムとして活用可能 

さらに、信州地域技術メディカル展開センターに常駐した企業の協力による 
産学連携型の大学院教育が可能 

平成28年度4月に新たに、信州大学大学院 総合理工学研究科 生命理工学専攻 
(医工連携大学院：医学部､工学部､繊維学部､農学部の学部横断で構成)を設置 

これまでの人材育成機能を、大学院教育カリキュラムに展開 



平成28年4月 信州大学大学院 生命理工学専攻（修士）設置 
（医工連携大学院：医学部､工学部､繊維学部､農学部､理学部の学部横断型大学院） 

33 

☆生命・医療・健康・福祉分野の現実課題を系統的に解決できる高度な専門技術者を育成 
☆講義による知識修得だけではなく、実験・実習やインターンシップ等により課題設定能力、 
 実行力、理解力、課題解決力を習得できるカリキュラム編成 



関東経済産業局や特許庁とも連携したカリキュラム 

34 

特許庁 審査第二部 
医療機器(治療機器) 
上席審査官 寺澤 忠司 様 
 
医療機器関連特許の審査等に 
ついて講義 

経済産業省 関東経済産業局 
地域経済部  
次世代産業課長 門田 靖 様 
 
医療機器の市場動向、経済産業 
省の関連施策等について講義 

経済産業省 関東経済産業局 地域経済部  
次世代産業課との合同ワークショップ 
 
医療機器メーカーや医師等が協力したワーク 
ショップ形式での医療機器の実機操作体験 
（フジタ医科器械・前田社長様、常光・薬袋課長様） 

分光分析装置を 

解体して、機器 

の構成を理解 

頭蓋骨モデルで 

脳外科用手術用具 

の使用環境を理解 

顕微鏡下で手術用 

縫合糸の結び体験 



まとめ 
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鍵は、RAが以下のニーズを集約して、産学官の皆がHAPPY になる

プロジェクトを企画し、産・学・官のキーマンと交渉・調整できるか 
 
 大学のニーズ： 研究力・教育力の強化 
 
 産業界のニーズ：新事業育成、市場開拓 
 
 自治体のニーズ：新産業育成、産業転換、産業振興、地域振興 
 
 
 ニーズの集約と、産学官の皆が HAPPY になるプロジェクトの 

    企画だけでも、まずは実行してみたらどうでしょうか 
 
      （そこまでできれば、後は動くだけです） 
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